「障害者自立支援給付法案」の慎重審議を求める意見書

　政府は２月１０日、障害者が福祉サービスを利用する際、１割負担を求めることなどを盛り込んだ「障害者自立支援給付法案」を国会に提出しました。

　政府は５年前、「自分でサービスを選択できる」として負担は所得水準に応じた「応能負担」という考え方で支援費制度を導入しました。

　しかし、政府はたった５年で約束を破り、利用するサービス量が増えれば増えるほど自己負担を高くしていく「応益負担」の方式に切り替えようとしています。

　そして、１割の「応益負担」を導入することにより、介護保険との統合に道を開こうとしています。

　１割もの負担となれば福祉サービスを利用する障害者に、きわめて重大な影響を与えるものです。

　現在は、たとえば訪問介護の場合、住民税非課税の人までは無料になっているため、実際には９５％の人が負担なしで利用することができます。

　ところが、１割負担になると、身体障害者の訪問介護の場合、低所得者（住民税非課税の世帯で、年収８０万円未満）でも、平均で月８，４００円の負担にはね上がります。（厚労省に試算）すさまじい負担増です。法案では、１割負担の実施は、２００６年１月からとしています。

　このほかにも、通所施設の食費の負担が加わり、１割の自己負担が求められ、公費負担の医療にまで患者負担の増額が検討されています。

　とりわけ、公費負担医療の見直しは、早くも今年の１０月に行われる予定です。

　内容は、精神障害者の通院医療、障害者の更生医療、育成医療に定率負担を導入するもので現行では住民税非課税の人が無料になっている更生、育成医療の患者さんが、この改正で月２，５００円から５，０００円の医療負担となります。

　また、食事負担まで求めるというものです。

　こうした大幅な負担増とサービス後退ではなく、制度の拡充・存続とともに、負担増を家族の収入を基準とするのではなく、本人の収入を基準にするなど、当事者の意見が十分反映されるよう慎重な審議を強く希望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成１７年３月１８日

北海道山越郡八雲町議会議長　小　林　信　雄
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